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抄録

　ミレニアム開発目標（MDGs）は２０１５年に期限を迎えるが，一定の結果を出している．次なるポス
ト２０１５年開発目標は現在策定が進行中であるが，リオ地球環境サミット（１９９２年），カイロ国際人口

開発会議（ICPD：１９９４年），北京女性会議（１９９５年）といった複数の開発分野を統合した形となるよ
うである．

　古代から明瞭な分野が確立されていた医学と違い，人口学は近代の民主主義思想とともに欧米で１８

世紀より発展した新しい領域である．さらに人口学が国際的な広がりを持つようになったのは世界人

口会議が開催され始めた１９２０年代からである．当初は学術的な要素が強かった人口問題は，１９７０年代

から人口爆発として地球規模問題に発展し，さらに１９９０年代ICPDの頃より「開発」という文字が入
り，国際協力という実践の場に組み入れられるようになった．またICPDを契機に「人口問題」は，
女性の健康，リプロダクティブ・ヘルスに重点が置かれるようになり，保健と人口は，特に開発とい

う観点から密接な関係を有するようになる．

　ICPDは当初からセクシュアル・リプロダクティブ・ライツ，つまり中絶，同性愛の是非について議
論があった．イスラム諸国，アフリカ諸国のみならず，アメリカやロシアといった国が政権交代によ

り大きく態度を変えるため，ICPDの存在自体を揺るがしており，２０年経った今でも状況は変わって
いない．

　日本は第二次世界大戦後の優生保護法の制定，１９７０年代の日本人口会議などを通じた人口抑制政策

を通して，人口爆発への対応は見事に結果を出した．その後１９８０年代から１９９０年代にかけて，世界の

トップドナーの地位を得ながら人口分野における国際貢献を行っていたが，ODA予算削減にあわせ，
近年はより戦略的かつ「スマート」な取り組みが模索されている．

　今後の人口分野の新しい切り口として，普遍的な人口登録，人口高齢化，人口移動などが挙げられ

るが，人間開発における基本インフラというべき，出生・死亡などに関する人口データをきちんと収

集・分析し，評価に活用するためのインフラを構築・維持していくことがポスト２０１５年開発目標の基

礎として認識されるべきである．
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I. はじめに

　ミレニアム開発目標 Millennium Development Goals
（MDGs）とは，ミレニアム，つまり西暦でいうところ
の２０００年に世界のあるべき姿を実現するために，国連主

導で設定された２０１５年までに達成すべき開発目標のこと

を指す．貧困撲滅，保健，教育の向上といった人間開発

に関する項目を中心に，８つのゴールと２１のターゲット

項目があげられている．２０１５年まであとわずかとなった

２０１３年のMDGsレポート [１] によれば，絶対的貧困人口
割合，スラム人口，安全な飲料水についてはすでに目標

は達成され，乳幼児死亡率，妊産婦死亡率やエイズ・マ

ラリア・結核の発症率は低下しており，保健分野でも目

に見える改善が認められている．

　確かに，このミレニアム開発目標という枠組み，そし

てそれがもたらした結果は，人類史的に見ても顕著な出

来事であったといっても差支えないであろう．並行して

先進諸国により設置された世界基金という資金源を得て，

世界各国が共通の目標に向けて力を合わせたのである．

その背景には，ベルリンの壁崩壊（１９８９年）を象徴とし

た東西冷戦の終結により，第三諸国の取り合い合戦だっ

た援助の構造を変わり，グローバリゼーションが進行し

たこと，エイズという新種の感染症の登場，といった要

因が影響している．

　MDGsのこのような成果はしかし，発展が目覚ましい
中国による部分が多く，地域別に見ると課題は多く残さ

れている．９.１１事件により明らかになった新たな世界の
対立構造，２００８年のリーマンショックとそれに続く世界

金融危機はまだ完全に回復したといえるものでもなく，

２０００年代当初のような潤沢な資金を期待することは難

しい．

　こうした状況を踏まえて，現在ポスト２０１５年開発目標

の枠組みについて，議論が進められている．現状（２０１３
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Abstract

　Millennium Development Goals (MDGs) come to term in 2015 and it has been already proved that 
there is substantial success in achieving those goals. Post-2015 Development Goals are now being 
discussed through parallel processes but it is probable that the goals and objectives proposed by the Rio 
Summit (1992), Cairo International Conference on Population and Development (ICPD : 1994), Beijing 
Women’s Conference (1995) will be merged into one.
　Contrary to the field of health and medicine, where the definition was clear since the ancient time, the 
notion of population was developed in Western countries since 18th century, along with the notion of 
democracy. The internationalization of population issue was marked by the first International Population 
Conference in 1927. In the beginning, population issues were dealt with on a more academic level, but 
gradually shifted to the political and diplomatic sphere with emerging fear of a population explosion in 
the 1970’s. Since around the time of ICPD, the term “development” was inserted and Population and 
Development had become a distinct field in the international cooperation scheme, which put strong 
emphasis on reproductive health.
　Since the conception of the ICPD Programme of Action in 1994, there was a divergence of opinions 
concerning sexual and reproductive health and rights, particularly on the issue of abortion and 
homosexuality. Twenty years on, the discordance still continues and no conciliation or even compromise 
is foreseeable in the near future.
　Japan excelled at its own population policy on reducing fertility through the Eugenic Protection Law 
of 1948 and awareness-raising campaigns through occasions such as the Japanese Population 
Conference organized in 1974. As the top donor country during the 1990’s, Japan’s ODA on population 
was abundant. Recently, however along with a reduction in the total amount of ODA, a strategic 
orientation or “smart” implementation has been needed more than ever.
　Future population issues to be included in the Post-2015 Development Goals can be those such as 
universal population registration, population aging or internal and international migration. However, one 
must not forget the importance of population data, properly collected and disseminated. No 
development goal can be achieved without having correct data on population, which enables anailsis of 
the situation, evidence-based policy formulation and evaluation of impact.
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Development Agenda
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年９月現在）ではまだ明確な方向性が決まっているわけ

ではないが，ポスト２０１５年開発目標は，MDGsに盛り込
まれていた貧困撲滅，ジェンダー，保健・教育分野から

さらに広げて，エネルギー，雇用創出，平和構築などに

ついても踏み込むと同時に，これまで並列に存在してい

た，１９９２年の環境と開発に関する国連会議（リオ地球環

境サミット），１９９４年のカイロ国際人口開発会議

（ICPD），１９９５年の北京女性会議の開発目標を統合する，
という方向が見える．また新しい開発目標は持続可能な

開発目標Sustainable Development Goal （SDG）という形
に集約される，という意見もある．

　MDGsでは乳幼児死亡率や妊産婦死亡率，エイズ・マ
ラリア・結核と，保健分野に重点が置かれていたが，目

標がある程度達成された今，「次は脱保健」という声も

聞かれなくもない．さらにICPD以来，「人口問題」は女
性の健康，リプロダクティブ・ヘルスと同義語とみなさ

れる，また乳児死亡率，妊産婦死亡率といったMDGs指
標算定，つまり「保健情報」分野を通じて保健と密接な

関わりを持っていたが，今後，ポスト２０１５年開発目標の

枠組みにて必ずしもその立場が確保されている訳でもない．

　近年，保健と人口は，開発における一分野として並び

称されることも多いが，歴史的にはその関係性は変動し

ている．本稿では，「人口問題」，「人口と開発」という

言葉を切り口に，その発展と現在そして将来を考察する．

II. 「人口問題」の誕生と変遷

　「人口」という言葉は，少なくとも中国では人の数，

という意味で唐代には表れていたが [２]，現代的な「あ
る地域における人の集団，もしくは同様の特性をもった

人の集団」という概念を含んだ「人口」という言葉は，

欧州のPopulationおよびDemographyを翻訳し日本で使
い始めたようである．最初に「人口」という用語が官庁

統計で使われたのは１８９３年刊行の統計の統計年鑑が最初

とされており，それ以前は「民口」や「戸口」などが使

われていた [３]．
　それではそのPopulation，もしくはDemographyとい
う概念はどのように形成されたのか．Populationとはあ
る国，地域，あるいは世界全体など，地理的範囲におけ

る動物や人間の集団，もしくは性別や年齢別，国籍など，

ある特定の属性を持つ集団，またその数のことであり，

DemographyとはPopulationを分析する科学であるとい
う．Demographyという用語は１８５５年のGuillardの著作
にて初めて使われているが [４]，Populationという用語
は１７５２年のヒュームが用いたのを皮切りに，ケネー

（１７５６），ルソー（１７６２），モオー（１７７８），ヤング（１７７１）

など英仏で多く使われるようになる [５]．徴税対象や兵
力としての頭数ではなく，平等で権利を有する自由人の

集合がPopulationとして認識され，アメリカ合衆国の独
立や，フランス革命をもたらした１８世紀中葉に多用され

るようになったことは，意義深いことではないだろうか．

　「人口」といえば「マルサス」とされるほど，マルサ

スの「人口論」（１７９８）は著名であるが，それはこのよ

うな１８世紀のヨーロッパ思想の流れから生み出されたも

のである．またマルサスが言うところの過剰人口は「人

口問題」として認識された．一方１９世紀に入ると，マル

サスのバックラッシュともいうべき，マルクス的人口理

論，つまり，資本主義社会における相対的過剰人口が失

業を生む，という理論 [６] に発展した．１９世紀末に至る
と，女性解放運動の高まり，コンドームなどの避妊技術

の発展 [７] により，逆に倫理的反発も台頭する．１８７３年
にはアメリカで避妊を禁止するコムストック法施行され

るが，それに拮抗してサンガー女史らによる避妊・家族

計画の普及がアメリカ国内のみならず，国際的にも広

がっていった．また同時にこの１９世紀末は優生学が発達

する時代でもある．

　このような人口思想・科学技術の変遷と並行して，実

際の人口データを得る試み，つまり「近代的」人口セン

サスが行われるようになった．漢代から中国では戸籍の

集計としての人口統計が歴代の史書に残されており（史

書では「戸口」とされているが），古代エジプトやロー

マ帝国でもセンサスは行われていたが，ここでいう「近

代的」センサスとは，西洋的コンテキストにおいて，中

世キリスト教会という宗教者による洗礼（出生）や埋葬

記録（死亡）ではなく，世俗の民主国家によりすべての

国民を数えることであった．一人ひとり数えることは，

それぞれの人権を認めることにもつながる．このような

人口センサスは早くはカナダのフランス移民により１６６６

年，北欧諸国ではアイスランドで１７０３年，スウェーデン

で１７５１年に始まり，アメリカ合衆国は独立直後の１７９０年，

イギリス，フランスでは１８０１年に始まった．その後１９世

紀の間さらに多くの国で行われるようになった．日本の

第一回国勢調査は１９２０年に行われたが，それに先立ち日

本統治下の台湾では１９０５年に人口調査が行われた．イギ

リス統治下のインドでは，アジアとしては早い１８７１年に

人口センサスが行われている．これら植民地において，

またカナダやアメリカ合衆国，また南米諸国で早い時期

から人口センサスが始まったということは，人口センサ

スという行為が，新しい国，もしくは新しい支配地に対

して行う，最初に必要な行政統治の方法だったことを示

している．

　人口をめぐるめまぐるしい歴史の流れは，一方で「国

際社会」の誕生とも連動している．１８８５年に創設された

国際統計協会や，１９０７年に発足した国際公衆衛生事務局

といった国際組織を通じて，人口統計や人口問題が議論

されるようになり，１９２７年にはジュネーブで世界人口会

議が開催されている [８]．参加国２７カ国，日本も非公式
ではあるが参加しており，これを契機に翌１９２８年には人

口問題研究国際連合（後の国際人口学会）が創立されて

いる．また第一次世界大戦後に発足した国際連盟の枠内

で，世界各国の人口統計が収集・公表されるようになり，

データのない国や，あっても不完全なデータをいかに推
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計するか，という方法論の発達を促すこととなる．この

方法論は人口学の大きな柱に発展していく．

　第二次世界大戦までの世界は，人口過剰という人口問

題があると認識され，そのために国際学会や国際連盟を

通じてデータを共有し専門家の交流が進んでいたが，そ

れらは西洋諸国中心であった．何よりも世界は植民地と

して少数の国により分割されていたのである．宗主国の

人口過剰は，植民地へといとも簡単に吸収されていった．

この時代の人口問題は，人口移動という解決策を見出し

た，ともいえる．しかしそれで十分であったわけでなく，

その証拠に二度の世界大戦が起こった．マルサスがいう

ところの，積極的抑制である．

III. 「人口問題」から「人口と開発」へ ～ 第二
次世界大戦後の地球規模課題

　第二次世界大戦後，世界各地でベビーブームが起こっ

た．また１９６０年前後に相次いだ植民地諸国の独立は，そ

の後高い出生率をもたらした．これらの結果，地球規模

の「人口爆発」が懸念されるようになる．またこの時期

世界を支配していたのは，アメリカを中心とした自由主

義・資本主義とソヴィエトを中心とした社会主義・共産

主義との冷戦である．そして「第三世界」という言葉が

１９５２年にフランスの人口学者アルフレッド・ソヴィーに

より作られた．アメリカとソヴィエトそれぞれの陣営を

第一，第二とし，それ以外の国・地域を第三としたので

ある．冷戦下の世界の二極化は，結果的には世界各国を，

それが富める国であろうが貧しい国であろうが，国際舞

台に登場させたわけである．資本主義と共産主義のどち

らにつくか，それは今，中国と台湾と，定期的に国交を

変えることによりその都度援助を引き出している国があ

るように，第三世界の国はうまく利用したところもある

が，援助の成り立ちの要因の一つはこの冷戦での陣取り

合戦であるといえる．

　このような時代背景の中，世界人口会議が１９５５年に

ローマで，その後１９６５年にベオグラードで行われている

が，この二回は学会的色彩が強く，参加者は人口に関す

る専門家が中心であった．次いで１９７４年ルーマニアの首

都ブカレストで開催された世界人口会議では，各国の政

府代表の会議となり，国連人口部はこの会議が最初の国

連世界人口会議とみなしている [９]．当会議に参加した
山口喜一は「近時における世界人口の激しい増加，とく

に開発途上地域におけるそれは（中略）資源についても

空間についても有限であるこの地球上で人類だけが無限

に増加を続けることは不可能であるという基本的認識を

生み，これが人口問題をグローバルな視点から考える契

機となった．」と報告している [１０]．今で言う「地球規
模課題」はすでにこの頃から認識されていた．ローマク

ラブが成長の限界を訴え [１１]，オイルショック（１９７３
年）を経験した世界は，資源の有限性を痛感し，それに

対する人口問題に対する危機感が高まったのは想像に難

くない．その頃，石油はあと３０─４０年で枯渇し，地球の

人口許容力もそう多くはないとみなされていた．

　１０年後の１９８４年に世界人口会議がメキシコシティーで

開催された．参加国は１４９，さらに１５０以上のNGOが参加
し，合計３,０００人以上の参加者があったとされている [１２]．
ローマ世界人口会議（１９５５年）は６２カ国から５００人の参

加者があり，ベオグラード会議（１９６５年）は８９カ国から

８５０人，ブカレスト会議（１９７４年）は１３７カ国から３,５００
人 （他の会議の参加者を含む），と回を重ねるごとに参
加国や参加者が刻々と増えてきており，人口分野に限っ

た話ではないだろうが，２０世紀後半の国際社会構築の進

展を感じさせるものである．

　１９５５年から１９８４年までの４回の世界人口会議の論点を

比べてみると，一貫して人口増加は中心課題であり，国

際・国内人口移動や都市化，農業生産と人口といった論

点も大きな位置をもったが，家族計画について取り上げ

られるのは１９６５年以降である．「『家族計画』はもとより

『人口政策』ということばさえ，国連２０年の歴史を通じ

て禁句であった．」と，第二回に参加した舘は報告して

いる [１３]．その後，「人口再生産」（第三回），「女性の地
位と役割」（第四回），と，視点は広がっていく．

　また当初は学術的会議であった世界人口会議は，１９７４

年から政府代表が参加する外交，政治的な会議に変わり，

その後会を重ねるにつれ非政府組織（NGO）の参加も
盛んになり，学術的討議よりは政策指針の策定，実践に

おける意見交換の比重が高まってくる．その一方で，

１９２８年に国際人口学会（IUSSP）が設立され，当初は世
界人口会議と緊密に連動して活動していたが，国連と各

国政府代表が中心となった１９７４年以降は，徐々に学術会

議として別個に行われるようになっていった．政府機関，

NGOといった実際に政策を決め，アクションを起こす
グループと，大学や研究所を母体として分析・研究を行

うグループは，当初は渾然一体としていたが，だんだん

分化していった，ともいえる．

　こうした中，１９７０年以降，サブサハラアフリカを除い

た世界各国の出生率は低下をはじめ，１９８０年代には人口

研究は沈滞期となる [１４]．フォード財団は人口分野への
研究助成を行わなくなり，著名な人口学者であるキー

フィーツ（Keyfitz）は，方法論に特化した人口研究はも
はや必要とされず，地球規模的問題に対する応用研究を

行うべきだと説いた[１５]．人口爆発は回避され，次のス
テップに人類は入ろうとしているところであった．

IV. カイロ国際人口開発会議（ICPD）という
転換点

　１９８９年に日本は昭和が終わり，世界は冷戦が終わった．

平成になったことによる人口への影響はあまり考えられ

ないが，冷戦が終わったことによる人口問題，とりたて

て国際協力，援助体制には，大きな影響を与えたと考え

られるのであるが，そのことについて論じられているも
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のはあまり見当たらない．

　人口に「開発」という言葉が組み合わされたのは，こ

の頃である．１９９４年カイロ会議は国際人口「開発」会議

（ICPD）であり，開発“Development”の単語が挿入さ
れた．また翌年の１９９５年より，国連経済社会理事会

（ECOSOC）の専門委員会である人口委員会も，開発の
二文字が挿入され，国連人口開発委員会となった．それ

までの人口爆発という「人口問題」から，「人口と開発」

へ脱皮した，というべきか，変節したというべきか，と

もかく新たな潮流が認められるのである．

　一つの流れとして，それまでのインフラ投資中心の経

済開発から人間開発へ，と開発援助政策そのものがシフ

トしたことが挙げられよう．国連による人間開発報告が

１９９０年に初めて出版され，保健や教育といった，「人」

が向上するための支援が必要だと説かれるようになった．

人口研究とは出生，死亡，移動，結婚や家庭など人，人

生に関わる事象の追求であるので，本来の人口学は人間

開発に資するものであるべきである．こうした流れの中，

「人口」と「開発」が一つに結合した，というのは納得

がいく．

　１９９０年代は，DAC諸国のODA額は低下している．直
接投資額が増大し，すでに世界銀行はその役目を終えた

としたアメリカ政府によるMeltzer報告が出たのは１９９０
年代の終わりであるから，ODA額の低下に寄与したか
は定かではないが，この時代に援助疲れ，というものも

存在したのではないだろうか．「援助貴族は貧困に巣喰

う」といった著作 [１６] も話題を呼んだ．そうした中で，
人間開発レポート（１９９０年），リオ地球環境サミット

（１９９２年），カイロ国際人口開発会議（１９９４年），北京女

性会議（１９９５年）と，経済開発とは別の流れが大きく花

開くことになる．またエイズという新たな脅威は感染症

に対する全世界的な取り組みの必要性を認識させた．経

済が発展することにより健康になるのではなく，健康に

なれば経済が発展するのである，という点が強調され，

その流れが２０００年のミレニアム開発目標，世界エイズ・

マラリア・結核対策基金の設立を促した．

　カイロ国際人口開発会議（ICPD）には，参加国１８０カ
国，NGO，報道関係者を含めると総数で約１５,０００人が参
加したといわれ [１７]，前回のメキシコ会議と比べ，爆発
的な規模となった．またこの会議で，リプロダクティ

ブ・ヘルス/ライツという概念が初登場し，行動計画
（Programme of Action）が策定され，会議後２０年間に達
成されるべき目標が示された．その行動計画は，関係者

の中には「バイブル」と呼ぶ人もいるほどである．

　行動計画には，人口分野で取り上げるべきテーマがす

べて盛り込まれている．すなわち，①持続可能性，②

ジェンダー，③家族，④高齢化も含む人口構造，⑤リプ

ロダクティブ・ヘルス／ライツ，⑥疾病・死亡，⑦国内

人口移動と都市化，⑧国際人口移動，⑨教育，⑩データ

収集と研究，といった項目が挙げられている．しかし議

論の焦点は⑤リプロダクティブ・ヘルス／ライツであっ

た．この行動計画の最後には，各国の留保事項が追記さ

れている．留保を示したのは，アフガニスタン，ブルネ

イ，エルサルバドル，ホンジュラス，ヨルダン，ク

ウェート，リビア，ニカラグア，パラグアイ，フィリピ

ン，シリア，アラブ首長国連邦，イエメン，アルゼンチ

ン，ジブチ，ドミニカ共和国，エクアドル，エジプト，

グアテマラ，バチカン，イラン，マルタ，ペルー，と２３

カ国にのぼり，そのほとんどが中絶の是非と同性結婚に

関するものである（ただしリビア，アラブ首長国連邦は

相続，イランは婚外性交渉についても留保を示している．

フィリピンは移民についてのみの留保）．この中絶，同

性愛非容認はイスラム教またはキリスト教の価値観に基

づいたものである．

　中絶の是非に関して，１９９４年に留保を示した上記の

国々に加えて，国連，UNFPAの主要ドナーであったア
メリカ合衆国が共和党政権の際は中絶禁止（Pro-Life），
民主党政権の時は中絶容認（Pro-Choice）と大きく振れ
ることで，ICPD行動計画そのものの存在意義を揺るが
した．このことはカイロ会議以降，世界人口会議が開催

されなかった経緯とつながっている．カイロ会議１０周年

の節目にあたる２００４年の時のアメリカ大統領は共和党で

あるジョージ ・W.・ブッシュであった．その２─３年前
からカイロ＋１０の政府間会議を開催するよう動きがあっ

たものの結局，年次会議である国連人口開発委員会にて

１０年間のフォローアップを行った．そしてICPDの目標
期限である来年２０１４年にも同様に，個別の会議が開かれ

るわけではなく，年次会議である国連人口開発委員会に

てICPDの総括が，また国連総会にて特別セッションが
行われる見込みである．

　現時点では，民主党政権下のアメリカは同性結婚を許

容する判決が最高裁で下されるなど，中絶や同性婚容認

の状態である．ラテンアメリカ地域はカトリック教の影

響からこれまで厳しい中絶禁止の態度を取っていたが，

地域人口会議にて，中絶解禁へと大きく転向する文書を

とりまとめた [１８]．一方イラン，アラブ諸国，アフリカ
諸国は同性愛者や中絶に対して，刑罰を課すなど激しく

反対している国も多く，またプーチン政権下のロシアで

は，２０１３年６月に「同性愛宣伝禁止法案」が圧倒的多数

で可決されており，国際会議にも同性愛，同性婚を強く

否定する意見を提示している．このようにセクシュア

ル・リプロダクティブ・ライツについてはまったく議論

が収束する気配を見せない．カイロ会議が開催された

１９９４年から２０年経ち，国際協力という舞台における「人

口問題」の中心の座を奪い取った感のある，この中絶の

是非と性的指向に関する議論は，まさにICPDに関する
残された課題である．

V. 日本の人口分野国際協力の推移

　日本自体の「人口問題」，つまり出生抑制への対応は，

戦後の優生保護法の制定による中絶の事実上の自由化，
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１９７４年の日本人口会議を頂点とした一連の施策を挙げる

ことができる．中絶による出生率の低下は，中絶数統計

が示すとおり明らかに効果を奏したが，その後の家族計

画を通じた出生抑制政策が出生率低下に効果をあげたの

かどうかは議論があるところであり，古今東西，人口と

政策の関係で常に議論されることではある．とはいえ，

女子教育水準の向上といった社会全体の変化が低出生率

をもたらしたこともあるが，合計出生率の統計が得られ

る１９２５年からの変動を見るからには，そのような政策の

効果を無視することは現実的ではないと思われる．いず

れにせよ，人口爆発が人口問題であった時代に，日本は

出生率抑制という目標を見事に達成したといえる．

　この成功経験をアジアに世界に共有しよう，というこ

とで，政府開発援助として，またNGOを通じて人口分
野の国際協力が発展していった．メキシコシティー人口

会議（１９８４年）には，日本からの参加者として国際協力

事業団（現 国際協力機構：JICA）がはじめて参加してい
る．JICAは１９７４年に設立されているので，この回への
参加が始めて，というのは当然であるが，それは日本が

援助大国へと進む象徴的な事象でもある．大きく分けて

無償資金援助，技術協力，有償資金援助からなる日本の

ODA（政府開発援助）を担うのは，外務省，国際協力事
業団（JICA），海外経済協力基金（OECF）であったが，
そのODA額は，１９７８年の２,３３２億円から急速に伸びて
１９８４年には５,２８１億円と，二倍以上にもなっており，そ
の後１９８９年にはアメリカを抜いて世界最大の援助国にな

り，１９９７年のピーク値１兆１,６８７億円まで，まさに右肩
上がりの援助大放出の時代であった．人口分野における

援助も二国間援助としては１９６９年より家族計画分野を中

心にプロジェクト方式技術協力を行い，１９９０年代には

「人口・エイズに関する地球規模問題イニシアティブ」

（GII ： Global Issues Initiative for Population and HIV）を
打ち立て，世界１２カ国の重点国を設け支援を行った．多

国間援助では１９７１年より国連人口基金への拠出を行い，

１９８６年から２０００年までトップドナーであった（図１）．

　NGOの活動としてはジョイセフの活動を挙げること
ができる．１９６８年に家族計画国際協力財団（現ジョイセ

フ）が設立され，創設者である國井長次郎が提唱する子

どもの寄生虫駆除と母の家族計画を統合した「インテグ

レーション・プロジェクト（IP）」がアジア各国に繰り
広げられた [１９]．
　このような華々しい日本の国際協力の躍進は，しかし

２０世紀の事象であった．ODA予算額は１９９７年を頂点と
してその後年々減少している．人口分野でもUNFPA拠
出金の動向はODA予算額に連動して減少，２０１３年の拠
出金は２５百万US$で，世界第８位となった．バブル時代
の大盤振る舞いから，より戦略的な国際戦略としての手

段の一つにODAが変容してきた，ということでもある．

VI. 人口問題の今後と開発目標

　ミレニアム開発目標（MDGs）の次の開発目標がどの
ようになるかは，現時点（２０１３年９月）では全貌は見え

ない．MDGsについては目標策定過程が「密室で行われ
不明瞭である」という批判があり，それに答えて，イン

ターネット上でのオープンな協議も行われているが[２０]，
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図１　日本の一般会計ODA当初予算およびUNFPA拠出金の推移
出典：ODA予算は外務省HP http：//www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/yosan.html （accessed ２０１３-０９-１３），UNFPA拠出
金は２０１０年までKlaus Hufner, Global Policy Forum, http://www.globalpolicy.org/images/pdfs/Top_10_Donors_UNFPA_1974-
2010.pdf (accessed 2013-09-16), 2011年以降はUnited Nations DP/FPA/2013/4



そこで挙げられた人口高齢化，人口移動を含む「人口変

動Population Dynamics」は，５月に公表されたハイレ
ベルパネル報告書 [２１] にはその重要性が論述されてい
るものの，目標項目（Goals and Targets）には含まれて
いない．人口高齢化は裏返せば出生率抑制の成功の結果

であり，国際開発の枠組みからは問題とみなす人がまだ

少ないこと，人口移動については移民流入を制限する国

が多いこともあるが，何よりも明確な数値目標がないこ

と，といった理由がある．家族計画についてはすでに

MDGsにも数値目標としてあがらなかったが，MDGsは
保健に偏りすぎである，という批判もあり，ポスト２０１５

年開発目標では，保健，教育以外に，資源，雇用や平和

構築といった新たな項目が多く追加されそうである．

　これまで見てきたように，人口爆発という地球規模の

脅威に向かって地道な対策を行ってきた努力は結果を出

した．その時に作られた組織・体制を維持するためだけ

に新たな「人口」と名のついた目標設定を押し込むのは

本末転倒である．国際協力分野であれ，国内政治問題で

あれ，対策をして解決されたら，新たな課題に取り組ま

ねばならない．それではそのような新たな課題というの

は何だろうか．

　「人口変動」は現在ゴールやターゲットとして取り上

げられていないが，中期・長期的課題として地球規模問

題として取り上げるべき事項であろう．まず高齢化につ

いてであるが，図２に世界の地域別従属人口指数（１５歳

未満・６５歳以上の従属人口の，１５～６４歳生産年齢人口に

対する割合）を示す．アフリカを除いて，２０１０年から相

次いでこの指数が底をつき，その後急速に上昇していく

のが見て取れる．この上昇は，従属人口のうち，高齢人

口の増加によるものであり，グローバルな高齢化が着実

に進行しているということである．この算出に用いた国

連の人口推計は出生率低下を過小評価する傾向があるが，

出生率を低位に設定したデータでみても，同様に従属人

口指数の谷間は，今まさに訪れているのである．まずは

欧米，東アジアで２０１０年に，次はラテンアメリカ，東南

アジアで２０２０年台に，中近東南アジアでは２０４０年に底が

つく．この従属人口指数が下がる，ということは，１人

当たりの労働者，つまり稼ぎ手が養わなければいけない

子供や高齢者が少なくなることであり，高生産・低負担

の社会全体の生産性は高く，この状態は「人口ボーナ

ス」と呼ばれる．つまりこれから２０～３０年は人口ボーナ

スを享受出来る最高の時代であるともいえるが，その後

は世界全体で高齢化が進み，再び低生産・高負担の社会

になっていく．今の間に中長期的に見た，人類規模の高

齢化対策を模索する必要がある．

　また人口変動として，都市化と連動した国内人口移動，

移民，難民政策にもつながる国際人口移動は，重要な論

点である．国内人口移動に関しては，すでに２０１０年で都

市人口は世界人口の半分を超えたとされており [２２]，都
市部の貧困対策はもとより，今後人口増加がしばらくは

続く東南アジアや南アジアにおけるメガシティーの持続

可能な都市計画のためには，どのように人口の都市集中

が進むか，という基本的な分析が必要である．こと国内

人口移動については，各国で統計の取り方が異なってお

り，国際比較が難しい状況があった．しかし近年では国

連統計部の勧告 [２３] に基づき，各国の人口センサスで，
１年移動率や５年移動率といった国内移動に関する均質

な指標が得られるようになってきており，さらにそれら

を使った国際比較分析が国連人口部を中心に行われてい

る [２４]．国際人口移動については，やはり同様に送出側
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図２　世界各地域の従属人口指数
出典：United Nations, World Population Prospects: The ２０１２ Revisionより筆者算出．



と受入側についてすべての国を網羅したデータが２０１２年

に国連人口部により集計・公表された [２５]．これを元に
すべての国についてのデータに基づいたグローバル・レ

ベルの研究が，今まさに進展中，といったところである．

出稼ぎによる仕送りが援助額を越えた，とされたのは

２０００年であるが，近年の欧州各国の右翼化と外国人排斥

運動，また送り出し国自体の人口増加が収まってきてい

ることもあり，国際人口移動を一方的に良し，とする論

調は弱くなってきているようであるし，また頭脳流出，

という古典的な議論や，外国に行かざるを得ない，自国

での雇用がないという元凶を解決する方が重要である，

といった意見も，アフリカなどの送り出し国から聞かれ

るようになってきている．移民の登録や基本的な権利を

確保するための諸施策はすでに国際的コンセンサスがで

きているが，国内人口移動，国際人口移動双方で，移動

したほうがよいのか，とどまったほうがよいのか，とい

う点についてはまだ明瞭な方向は見えていない．人口移

動が現状でポスト２０１５開発目標に入らないのも，何を目

標とし，指標を設定したらよいのか，まだ十分な研究と

議論がなされていないことによるものであり，この点を

じっくりと煮詰めていく必要がある．

　今回新たにハイレベルパネル報告書における目標に取

り入れられた人口関係の項目がある．それは人口登録

（Civil Registration）に関するもので，ガバナンスに関わ
るターゲット [２６] として「出生登録などの法的な身分
証明方法を無料で普及させる」と挙げられている．わが

国は中国・韓国とならび古くから戸籍制度があり，さら

に並列して住民登録もあり，国勢調査とどうつなぐか，

高齢者の除籍がなされないことなどの検討事項もあるが，

基本的に人口登録，出生・死亡届はほぼ全数カバーされ

ているとみなしてもよい．しかしアフリカはもとより，

アジアにおいても，出生が登録されている割合はインド

で４１％，インドネシアで５５％，ネパールに至っては３５％

と依然低く，死亡届はさらに低いカバー率となってい

る [２６]．出生が登録されれば，予防接種，初等教育など
基本的なサービスを受けることにつながり，妊産婦死亡

率といった標本調査では詳細なデータを取ることが難し

い指標も，女性の死亡届が死因と共に登録されることで，

状況をきちんと把握することができ，効果的な対策につ

ながる．また近年，安価な指紋認証技術などの発達，選

挙制度を公正に行うことの重要性が認識され，これまで

登録制度が不備であった国々で急速に新技術を利用した

住民登録が行われるようになってきている．

　そもそも人口登録制度が不完全である状況から，国勢

調査や標本調査が推進されてきた経緯がある．センサス

については現在，世界ほぼすべての国で少なくとも一回

は行われ，国連が推進した２０１０年ラウンド世界人口住宅

センサスプログラムでは，史上最多の２０２カ国がすでに

実施し，合計２２８カ国・地域のうち，このラウンドで実

施が予定されていないのはエリトリア，イラク，レバノ

ン，パキスタン，ソマリア，ウズベキスタン，西サハラ

の７カ国・地域のみ，という状況になっている[２７]．出
生率や死亡率といった人口関係指標を得るために，人口

登録がない国では標本調査が行われているが，１９７０年代

に始まった世界出生力調査（World Fertility Survey）は
１９８０年代からUSAIDやUNICEFの支援を受けたDHSや
MICSといった調査として広く行われるようになり，現
在サブサハラアフリカに至るまでデータがかなり蓄積さ

れてきている．この人口データの世界レベルでの充実は，

出生届や死亡届がユニバーサルに行われることによりさ

らに進むわけであるが，２０世紀，先人達の努力により成

し遂げられた進歩が，人間開発という理論的枠組を支え

るインフラとなっていた事実を忘れてはならない．デー

タに基づいて分析し，適切な目標・政策を立て実施し，

データに基づいて評価する，というサイクルは，国際開

発協力のみならず，政策科学の基本である．「人口学」

の変わらぬ意味づけはここにあるといっても過言ではない．

　このような人口に関する新たな課題について，さらに

取り組むべき制度的な問題がある．第一に，「援助」と

いうものの構造的改革である．現在BRICSと呼び習わさ
れるブラジル，ロシア，インド，中国といった中進国は，

G７からG２０への国際政治については勢いを増しているも
のの，開発援助についてはどうだろうか．依然「発展途

上国」の心地よい地位に甘んじていると見られなくもな

い．そもそも冷戦時代に西側であった欧米日本は，現在

の経済成長率は低く，特に日本などはその世界一の高齢

化と政府財政赤字，さらに東日本大震災で受けた被害を

考えれば，援助をするどころか受けたい位のレベルであ

る．真の意味で対等な国際社会の再編成が求められてい

るのではないか．また中進国にとってみても，「中進国

の罠」，つまり低所得からある程度発展したものの，中

所得から高所得には登りきらない状況に陥らないための，

新たなチャレンジが求められていると思われる．同時に

OECDのDAC（開発援助委員会）は冷戦も終結し，中進
国が重要なドナーとなってきている現代にどのように存

在意義を見出すのか，検討が必要な時期に入っているで

あろう．

　ハイレベルパネル報告書におけるターゲット１２dは
「先進国はGNPの０.７％をODAに割くべきである」として
いるが，持続可能性がキーワードとなっているポスト

２０１５年開発目標としては首を傾げざるを得ない．アフリ

カを含めた後発開発途上国も，援助プロジェクトにおけ

る受入国負担金として多額の国家財政を投じているなか，

真の国際社会の協力体制を築くのであれば，すべての国

についてGNPの一定額負担を設定すべきではないか．
それは長期的には「世界政府」へとつながることになる

かもしれない．

　現在の国際社会で重要な役割を果たすべき国連とその

諸機関も，例えば高齢化といったマルチセクターな事象

については諸機関の間での縦割り意識もあるのか，まだ

本格的な取り組みに至っていない．UN AIDSやUN 
WOMENのような，国連諸機関横断型の組織を，例え
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ば「UN AGE」という組織を新たに設置し，地球規模課
題としての人口高齢化について取り組んだらどうかとい

う案もある．

　人口高齢化という事自体は祝福されるべき事象であり，

既存の政府開発援助のスキームで対応するのは難しい，

という意見もある．死亡率を下げ人口高齢化を成し遂げ

た国はすでにある程度の政策の蓄積があり，課題に対応

するための基本的なデータや分析を行う人材も整ってき

ているところである．このような分野では，「富む国が

貧しい国に援助する」という形ではなく，国際協力や国

内政策担当者が，大学や研究所，さらにNGOなどの専
門家らと連携しながら制度構築と改善を行っていく，と

いう形が有効となる．これは，人口高齢化のみについて

ではなく，中進国が躍進する現在における，国際協力の

方向ではないだろうか．

　最後にICPDの議論で見てきたように，中絶や同性愛
といった，価値観に左右される懸案に対して国際社会は

果たして公正な態度をとれているといえるだろうか．文

化的，価値観に関わる，ことに宗教に関する議論は開発

協力では避けて通られることがこれまでは多かった．し

かし現在，この点を考えないと何のために何をしている

のか，何も見えない状況に人類は至っているようにも見

える．
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